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Current Conditions and Policy Issues Related to Motivation  
in Practicing “Diverse Work Styles” 




This case study interprets the “direct marketing” of agricultural products as the practice of “diverse 
work styles” of agriculture. The authors focus on a case study of the farmer’s market, named Green Farm, 
located in Ina City, Nagano Prefecture. It elucidates the factors involved in the participation of the 
members of the corporation as well as manufacturing and marketing activities of the market. In addition, 
this case study discusses the diverse work styles of farmers through four perspectives—time, space, 
organization, gender difference, and age variance, as well as considers future public policy issues. 
According to the analysis of the factors involved in the participation of members, the case study was 
categorized into five classifications: developing a new market, nonconforming goods, new farmers, hobby, 
and neighborhood. Farmers who have marketed to the conventional distribution system have chosen 
markets by themselves, and have avidly pursued diverse profits for selfish interests. The analysis of 
activities related to manufacturing and marketing yields the potential of engaging in a form of new 
agriculture that enables farmers to work flexibly to suit their varied circumstances. Therefore, this case 
study suggests that direct marketing could be a tool to increase the possibilities of flexible and diverse 
work styles for farmers. 
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こうした流れを受けて、2016 年 8 月 3 日に発
























































































































































































































































































































































































































































3 町 3 村を合わせて上伊那地域と呼称され、伊
那市を中核自治体とする当該地域の総人口は






口は県の人口 209 万 8,804 人の約 3.3％に当た
— 57 —
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地域農業については、組合員 3 万 461 人（平
成 28 年度末時点）を有する JA 上伊那（本所：
伊那市）が、2 市 3 町 3 村を営業エリアとして、
営農から生活まで幅広い事業を展開している。 
ここで、伊那市の総農家数と 1 戸当たり経営
耕地面積の推移を、1985 年から 2015 年まで 5
年毎に表したのが表 1 である。総農家数は 1985
年の 9,088 戸から 2015 年の 4,226 戸まで半減し
ている。2015 年における販売農家の内訳は、専


















専業 1兼 2兼 自給的 1戸当面積
1985年 681 833 5,951 1,623 61
1990年 699 534 5,434 1,584 60
1995年 853 452 4,855 1,566 59
2000年 505 311 3,245 1,639 79
2005年 555 308 2,511 1,958 74
2010年 289 184 1,106 2,765 90
2015年 409 158 837 2,822 66
10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
1995年 8,223 561 188 458 392 778 2,748 3,098
2000年 5,990 407 163 253 234 462 1,681 2,790
2005年 5,132 297 121 133 173 359 1,347 2,702
2010年 2,023 44 32 66 73 156 560 1,092
2015年 2,071 57 29 63 83 127 503 1,209
10代 20代 30代 40代 50代 60代 70代以上
1995年 100.0 6.8 2.3 5.6 4.8 9.5 33.4 37.7
2000年 100.0 6.8 2.7 4.2 3.9 7.7 28.1 46.6
2005年 100.0 5.8 2.4 2.6 3.4 7.0 26.2 52.7
2010年 100.0 2.2 1.6 3.3 3.6 7.7 27.7 54.0
















地総面積は、1985 年の 5,503ha から 2015 年の
3,874ha まで経年的に減少基調にある。 
伊那市の年齢別農業就業人口とその比率を、
1995 年から 2015 年まで 5 年毎に表したのが表
2 である。2015 年の農業就業人口総数は、1995






























（正社員 49 人、パート 16 人）に及び、2,615 件
もの会員登録がされている。また、出荷会員の
平均年齢は 70 歳、年間来店者数は約 58 万人、
























どを質問した。詳細は、表 3 の通りである。 
農家の分類によると、25 会員のうち、副業的
農家が 12 会員で最も多く、主業農家が 8 会員、
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7 会員、共撰農家が 15 会員であり、会員登録後
の販売額については、増加が 8 会員、横ばいが





「販路開拓」型が 11 会員、「規格外品」型が 5
男性 女性 パート
① 副 中川村 68 - - 3
② 主 伊那市 54 84 - 2
③ 副 伊那市 72 65 - 2
④ 副 伊那市 80 80 - 6
⑤ 主 南箕輪村 38 - - 1
⑥ 主 伊那市 56 56,80 - 4
⑦ 副 箕輪町 80 76 - 3
⑧ 主 伊那市 28 63,57 - 3
⑨ 準 伊那市 56,52 78 - 3
⑩ 主 伊那市 50 46 10人 2
⑪ 副 伊那市 76 75 - 6
⑫ 副 南箕輪村 80 73 - 2
⑬ 企業 駒ヶ根市 -
⑭ 主 伊那市 37 37 - 4
⑮ 副 駒ヶ根市 72 69 5人 2
⑯ 副 南箕輪村 80 75 30～40人 2
⑰ 副 南箕輪村 77 - - 2
⑱ 副 木曽町 74 - - 1
⑲ 副 南箕輪村 60後半 60後半 - 3
⑳ 企業 伊那市 -
㉑ 企業 木曽町 -
㉒ 副 伊那市 87 80 - 2
㉓ 主 伊那市 50後半 50後半 2人 2
㉔ 主 伊那市 60後半 43 - 7
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ブロッコリーであれば、1 箱 4kg のダンボール
約 70 箱で春と秋に一括出荷、スイートコーン














































































































































































































































































































































店舗を設置する単位 JA も増えている。JA グループは、
JA ならではの強みを活かして集客を図るべく、ファー
マーズマーケット（直売所）事業の維持・拡大を目指し
ている（JA グループ経済事業 HP）。 
https://org.ja-group.jp/about/group/economy（2018 年 1 月 6
日にアクセス）。 
10) 経営耕地面積が 30a 未満、かつ調査期日前 1 年間にお







都道府県段階では JA 中央会、JA 全農県本部、JA 経済




















7) JA グループ HP「耕そう、大地と地域のみらい。」 
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公共政策の課題を、時間、空間、組織、性差・年齢差の 4 つの視点で論じることを課題とした。 
参入要因の分析によると、「販路開拓」「規格外品」「新規就農」「趣味」「近接」の 5 つに類型
化され、従来型の流通チャネルに出荷してきた生産者による、主体的な経路選択と多様な経営
努力が見られた。また生産出荷活動の分析では、働き方の多様性と柔軟性が体現された農業生
産が可能となっている現状が看取され、直接販売がその手段となることが示唆された。 
キーワード：多様な働き方、直接販売、公共政策 
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